












③ 貸借対照表の推移（2020年度～2024年度）

資
産
の
部

負
債
の
部

純
資
産
の
部

9 9L 9, 、
（参考）

科目

固定資産
有形固定資産
（土地）
（建物・構築物）
（教育研究用機器備品）
（図書）

特定資産
（第3号基本金引当特定資産）
（退職給与引当特定資産）
（将来計画引当特定資産）

その他の固定資産
（有価証券）

流動資産
（現金預金）
（有価証券）

合計
固定負債

（長期借入金）
（退職給与引当金）

流動負債
（短期借入金）
（前受金）

合計
基本金

第1号基本金
第2号基本金
第3号基本金
第4号基本金

繰越収支差額
合計

負債及び純資産の部合計

2020年度

2,343 
1,592 
(499) 
(926) 

(66) 
(97) 
494 
(43) 

(113) 
(208) 

258 
(255) 

229 
(157) 

(49) 
2,572 

285 
(172) 
(113) 

122 
(32) 
(61) 
407 

2,450 
2,382 

゜

43 
24 

△284 
2,165 
2,572 

1 減価償却累計額 | 929 | 
注1)単位未満を四捨五入しているため、 合計が一致しない場合があります。
注2)主な科目の（ ）は内数です。

◆資産

2021年度 2022年度 2023年度

2,391 2,453 2,453 
1,565 1,577 1,556 
(499) (492) (493) 
(893) (902) (901) 

(61) (58) (61) 
(97) (97) (97) 
555 598 590 
(43) (44) (44) 

(112) (112) (116) 
(258) (279) (250) 

270 278 308 
(268) (276) (304) 

232 241 296 
(161) (176) (191) 

(56) (50) (95) 
2,622 2,694 2,749 

277 275 255 
(164) (162) (139) 
(112) (112) (116) 

127 141 164 
(38) (52) (84) 
(59) (59) (57) 
404 416 419 

2,483 2,533 2,550 
2,414 2,463 2,480 

゜ ゜ ゜

43 44 44 
26 26 26 

△265 △254 △220
2,219 2,279 2,330 
2,622 2,694 2,749 

97 1 ] 1,013] 1,061 I 

・資産の効果的な運用を図ることを目的とした有価証券の購入等により、その他固定資産が増加傾向。

◆負債
•金利上昇に伴い、新規借入を行わずに借入金返済を行ったことにより、固定負債、流動負債ともに

減少。 (2024年度）

◆基本金

1億円）
3,000 

2,500 

2,000 

1,500 

1,000 

500 

△ 500 

•新規借入を行わずに借入金返済を行ったことで第1号基本金が増加。 (2024年度）

．ー

し一

229 と込 上 296 
， 

2,343 2,391 2,453 2,453 2,440 

1億円）

資産 3,000 

2,500 

ヽ流動資産
2,000 

u固定資産 1、500

1,000 

500 

△500 

2020 2021 2022 2023 2024 I年度）

2,53 2,5頭 2,640:

2020 2021 2022 2023 20241年度）

（単位：億円）

2024年度

2,440 
1,513 
(493) 
(860) 

(59) 
(97) 
532 
(44) 

(116) 
(174) 

395 
(389) 

280 
(175) 

(93) 
2,720 

209 
(93) 

(116) 
135 
(46) 
(58) 
344 

2,640 
2,568 

44 
28 

△263 
2,376 
2,720 

1,113 1 

負債・純資産

u 繰越収支差額

u 基本金

“流動負信

u固定負債
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② 主な貸借対照表関係比率の推移（2020年度～2024年度）
（単位：％）

比率 算式(xlOO) 2020年度

固定資産構成比率 ▼ 固定資産
91.1 

総資産

流動資産構成比率 △ 
流動資産

8.9 
総資産

内部留保資産比率 △ 
運用資産ー総負債

21.3 
総資産

流動比率 △ 流動資産
187.5 

流動負債

積立率 △ 
運用資産

84.8 
要積立額

負債比率 ▼ 
総負債

18.8 
純資産

基本金比率（第1号基本金） △ 
基本金

93.2 
基本金要組入額

※△ ：高い値の方が良い ▼ ：低い値の方が良い ～ ：どちらともいえない

2021年度 2022年度

91.2 91.1 

8.8 8.9 

24 3 25.4 

182 6 170.9 

89.1 91.5 

18 2 18.2 

93 9 93.6 

※全国平均：日本私立学校振興・共済事業団「令和6年度版今日の私学財政」 （医歯系法人を除く）より

◆固定資産に係る比率は高い傾向

2023年度 2024年度

89.2 89.7 

10.7 10.3 

27.7 311 

180.2 207 5 

92.7 90.1 

18.0 14 5 

93.1 98 8 

•本学園が経営を持続的かつ安定的に継続するために必要な運用資産の保有に努める中で、 将来的な財政基盤
安定化のための特定資産の増加、 有利な運用条件による有価証券の保有によるもの。

◆短期的な支払能力の確保

全国平均
2023年度

85.8 

14.2 

28.2 

267.1 

75.9 

13.3 

97.5 

ヽ

•本学園の特定資産には特定資産化している預金を含んでおり、 これらを含めた資金の流動性の確保に努めている。
◆その他

• 2024年度は、 借入金の期日 一 括返済を行った結果、 短期借入金の減少による流動比率の改善（上昇）、
負債比率は全国平均付近まで改善（減少）、 基本金比率（第1号基本金）が改善（上昇）している。

・経営を持続的かつ安定的に継続するため必要な運用資産の保有状況を示す積立率は全国平均を上回っている。

250.0 100.0 35.0 

..___.... ノ
／

98.0 30.0 

／
200.0 •- 96.0 

94.0 
25.0 

150.0 
92.0 20.0 • ． ． 

｀ 100.0 
90.0 15.0 

88.0 10.0 
． •-• ． 

50.0 86.0 ． 

84.0 
5.0 

0.0 2020 2021 2022 2023 2024 0.0 

2020 2021 2022 2023 2024 2020 2021 2022 2023 2024 

一流動比率 一固定資産構成比率
.......流動資産構成比率

一積立率 .......内部留保資産比率

一基本金比率 .......負債比率
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3． その他 I 
(1) 有価証券の状況（2025年3月31日現在） (2) 借入金の状況（2025年3月31日現在）

（単位：百万円） （単位：百万円）

種類 貸借対照表 時価 差額計上額 借入先 残高

債券 64,727 62,987 △1,740 公的金融機関 日本私立学校振興・ 共済車業団 2,589 

株式 ゜ ゜ ゜ A銀行 3,300 

投資信託 1,024 833 △191 市中金融機関 B銀行 5,400 

貸付信託 ゜ ゜ ゜ C銀行 2,580 

その他 9,671 10,610 939 合計 13,869 

合計 75,423 74,430 △993

時価のない有価証券 11,446 

ー／
ど

ー／
／

ど
／

ど
／

ー
／

ど
ー／

ど
ー／

ど
ー／

／
ど

有価証券合計 86,869 

(3) 補助金の状況（2024年度実績） (4) 出資会社の状況
（単位：百万円）

種別 国庫補助金 地方公共団体 合計補助金等
会社名称 株式会社常翔ウェルフェア

経常費補助金 2,660 1,153 3,813 保険募集業務、 食堂•コンビニエンス
亭業内容 ストア等の経営、 書籍 ・ 教材等の印刷

授業料減免費交付金· 1,675 799 2,473 授業料支援補助金
·販売、 施設賃貸の仲介斡旋等

施設整備費補助金 335 ゜ 335 資本金 2,000万円（本学100％出資）

その他 14 18 31 取引内容 学生•生徒の福利厚生事業等

合計 4,684 1,969 6,653 

4． 経営上の課題、 今後の方針 ・ 対応方策 I 
本学園は安定した財政基盤を築くため、 事業活動収支差額比率が恒常的に8％を超えることを目標としています。
2024年度の決算では、 事業活動収支差額比率が9.7％となり目標を達成することができました。 これは2020年度以降の設置大学の

新学部設置等に伴う収容定員増および学費改定による学生生徒等納付金収入に加え、 経常費等補助金、 付随事業収入および受取利息
配当金等の増加によるところが大きいと考えます。

しかしながらエネルギー価格の上昇をはじめとする物価高騰による経常的経費が増加傾向にあることに加え、 エ大の大宮キャンパ
ス再開発事業やその他各設置学校の施設設備更新に伴う教育研究経費が増加傾向にあります。

本学園が安定的な財政基盤を維持し、 事業活動収支差額比率の目標を達成するためには、 引続き教育活動収支差額や経常収支差額
の黒字を確保することが重要になります。 収入面においては学生生徒等納付金の安定的確保、 適切なリスク管理に基づく資産の運
用、 学生生徒等納付金収入以外の収入増加に向けた施策の実施。 支出面においては、 将来の発展に向けた新規事業の推進、 既存予箕
の費用対効果の検証を行う等、 財源投資の最適化を図るとともに、 将来に備えた特定資産の積立により強固な財政基盤を構築して参
ります。 これらの施策により更なる教育・研究の質向上に取り組み、 持続可能な社会(SDGs)の創出と発展に貢献する「選ばれる学
校」であり続けることを目指します。
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